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プロ・サッカー選手を目指す子どもに
経済格差は影響を与えるのか？
飯田義明（経済学部教授）
表1　学費以外の学習塾などの家計支出と年齢再割り当てのクロス表
6〜9歳 10〜12歳 13〜15歳
％ （n） ％ （n） ％ （n）
〜3％未満  27.6％  95  27.6％ 139  25.7％  35
3〜5％未満  41.0％ 141  41.7％ 210  24.3％  33
5〜10％未満  19.2％  66  22.0％ 111  32.4％  44
10〜15％未満  10.2％  35   6.5％  33  15.4％  21
15％以上   2.0％   7   2.2％  11   2.2％   3
100.0％ 344 100.0％ 504 100.0％ 136
表2　サッカー用具やユニフォームなどにかかる費用と地域別再割り当てのクロス表
2万円未満 2万〜4万円未満 4万〜6万円未満 6万〜8万円未満 8万〜10万円未満 10万円以上 合計
％ （N） ％ （N） ％ （N） ％ （N） ％ （N） ％ （N） ％ （N）
関東 34.3％ 130 34.1％ 129 13.5％ 51 5.6％ 21 4.8％ 18 7.7％ 29 100％ 378
地方 75.9％ 481 15.5％  98  4.1％ 26 1.4％  9 1.3％  8 1.8％ 12 100％ 634
　第1回社会体育研究所研究会にて「プロ・サッカー選手を目指す子ど
もに経済格差は影響を与えるのか？　―保護者における消費動向調査か
らの報告―」を発表した。
　今回は、最初に J リーグの下部組織（サッカースクール）に通う子
どもの保護者に関する消費動向調査におけるクロス集計結果からみえて
くる現状を報告後、ディスカッションが行われた。報告内容は以下の通
り。子ども達に関わる支出に関して、まず①有効変数として、各学年
（6歳―9歳：小学校低学年）、（10歳―12歳小学校高学年）、（13歳―
15歳：中学生）の年齢別3グループを割り当て、分析を試みた。ただ
し、6歳―12歳まではスクールであり「選抜者」ではない。13歳―15
歳の中学生たちは「選抜者」であり、プロへの第一歩を踏み出した子ど
もたちである。次に② J クラブの各地域差を考察するため、関東のク
ラブとそれ以外のクラブとに再割り当てを行った。そして最後に③保護
者の最終学歴を変数としたクロス集計を行った。
　以上の分析から特徴がある点のみ述べておく（ただし、③最終学歴と
各項目との関係には、大きな相関は見られなかった）。表1に示される
ように、年齢グループ別割り当ての結果では、学費以外の学習塾などに
対して家計全体の5％以上占めている家庭は、6歳―9歳では31.4％で
あり、10歳―12歳は30.7％、13歳―15歳では50％であった。また
サッカークラブ参加に関わる月額支出が15,000円以上の家庭は、6歳
―9歳では13.6％以上あり、10歳―12歳では21.4％、13歳―15歳で
は63.6％であった。これらから、年齢が上がるにつれて月額にかかる
支出が高いことが明らかである。従って学習塾への支出を考慮すると保
護者の家計負担はかなり高いものになることが推測される。
　表2に示されるように、用具にかかる費用について関東地域と地方ク
ラブを比較すると、関東地域の子どもたちの方が多くの費用を用具類に
掛けている。用具にかかる年間費用が2万円未満の子どもたちの割合は、
地方クラブでは75.9％であるに対して、関東圏のクラブは34.3％であ
った。一方で、地方クラブでは8万円以上支出の保護者は3.1％である
のに対し、関東地域では12.5％であった。各クラブにおけるスクール
の子どもたちの練習時間は基本的に大きく変わることはないことから、
関東の保護者の方が子どもにかけている支出が高いことが明らかであっ
た。他には月謝の主な負担者は、関東では99.2％と圧倒的に親となっ
ている。地方では親が54.5％、母方の祖父母が25.1％、父方の祖父母
が6.4％と、負担者が親だけではないことが明らかになった。
　以上の結果を踏まえたディスカッションでは、文部科学省が推進する
総合型地域スポーツの在り方や、学校部活動以外のクラブでの活動につ
いて、理念的、抽象的な議論ではなく、経済的な視点を含めた議論を行
うことができたと思われた。特に、保護者の年収の格差が学歴の格差を
も生み出しているという指摘と同様の状況が、スポーツに於いても進行
している可能性を改めて示唆するものであり、経済的な視点を含んだ更
なる詳細な現状分析の必要を感じた。
　本報告は日本大学経済学部産業経営研究所（2008-2009）からの助
成を受けて行われた「日本におけるスポーツ産業経営動向と経営戦力の
実態に関する調査研究」の一部であることを記しておく。
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